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はじめに

インターネットは、近年における急速な発展に伴っ

て､社会や産業などに大きな影響を及ぼし始めている。

本稿では、インターネットと著作権の問題について、

フェア・ユースを主なテーマとして若干の考察を試み

たい。

従来のあらゆる情報通信メディアと異なり、イン

ターネットは技術的に最も新しいものであり、その技

術的方式、アクセスの容易さ、簡便さ、伝達の即時性、

伝達の双方向性において、特異な存在である。この巨

大なネットワークは、従来は不可能であったことを可

能ならしめている。インターネットによってwww

(WorldWideWeb)のネットワークを使って、サーフィ

ング(surfing波乗り）すれば、インターネット著作物

にアクセスでき、その著作物の一部又は全部を使用す

ることができるのである。

インターネットは、革命的な通信手段であると同時

に文化・社会・産業・政治・経済他の多方面にわたっ

て、大きな変革をもたらしている。法律の面において

も、従来の法律が想定していないような事態が発生し

てきている。例えば、コンピュータ・プログラムは、

著作権法が本来、想定していた保護対象の枠組みを越

えて、科学技術の発展に伴って出現した対象物である

ため、'）既存の法理論をそのまま当てはめると、実情

に合わない無理な結論に至りがちである。2）同様に、

インターネットやパソコン通信と著作権との間にも新

たな諸問題が生じている。インターネットと知的財産
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権、プロバイダーの責任、表現の自由とプライバシー、

国際私法などの法的問題のうち、本稿では、知的財産

権の一つである著作権の独占権の制限であるフェア・

ユースについて、その内のいくつかの問題について、

我が国とアメリカ合衆国の実情を取り上げながら検討

を試みたい。

フェア・ユースの概念

著作権法の目的とするところは､著作物のような｢文

化的所産の公正な利用」を図り、もって「文化の発展

に寄与する」ことである（著作権法第1条）とし、著

作物を知的財産(intellectualproperty)とみなして、財

産権(propertyrights)を著作権者(copyrightholder)
に独占的・排他的(exclusive)に付与している。この

独占的な権利を認めて著作権者を保護することによ

り、創作意欲や経済的にも報われる可能性のインテン

シブを著作権者に法的に約束することが、公平な社会

という要請に応えることになるからである。

しかし、反面、この独占的排他権は絶対的な権利で

はなく、社会・文化の発展に寄与するうえで、社会的

公正の範囲で制限が加えられてしかるべきであると考

えられる。つまり、「公正な使用（フェア・ユース)」

という、ユーザーが著作者の承諾なしに著作物を使用

できる範囲を法的に規定したのがフェア・ユースの法

理(fairusedoctorine)である。

アメリカ合衆国著作権法107条は、フェア・ユース

を規定し、この条項に基づいてユーザーは、著作椎侵

害訴訟(copyrightinfringementaction)の抗弁(defence)
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として、107条を多用している。

107条は、「－批評、解説、ニュース報道、授業

(教室での使用のための多量のコピーを含む)、研究又

は調査を目的とする著作物の公正使用は－著作権

侵害にならない」31としている。

さらに107条は、「特定の場合に著作物の使用がフェ

ア・ユースとなるか否かは次の要素を考慮するべきで

ある。

(1)使用が商業的であるかどうか又は､非営利目的の

教育的なものであるかどうかの別を含んだ使用の目的

及び性格(2)著作物の性質(3)著作物全体との関連

において､使用された分量及び実質性(4)著作物の潜

在的マーケットへの影響又は使用によって及ぼすであ

ろう価値への影響｣41を考慮すべきであると規定して

いる。

我が国の著作権法も、この米国のフェア．ユース規

定を準用して著作権法の第30条から47条の2にわ

たって、自由使用の規定を設けている。

我が国の著作権法のフェア．ユース規定

a・私的使用のための複製

我が国の著作権法は、著作権者の独占排他権を制限

し、第30条で、フェア．ユースの最初の項目として

｢私的使用のための複製」について規定している。そ

の第1項で著作権の目的となっている著作物を「－

－個人的に又は家庭内その他これに準ずる限られた範

囲内において使用すること－」を「私的使用」と

定義し、この私的使用を目的とする場合には、その使

用する者が、複製することを容認している。「個人的

使用」は、本人個人が使用するのであるから、明白で

あるが、「家庭内その他これに準ずる限られた範囲」

については、(1)ごく親しい少人数の友達*'(2)4～5

人の親友知人6）（3）グループのメンバー相互間に強

い個人的結合関係がある閉鎖的グループ内71での使用

は、フェア・ユースに該当するとの見解がある。しか

し、親友・知人やグループのメンバーの1人が、他の

親友．知人やメンバーには初めての人を連れてきたよ

うな場合はどうなのか、連れてくるのは何人までなら

許されるのか、あるいは1人でもだめなのか、などの

問題点は事例ごとに判断せざるをえない。

インターネットの急速な普及は、簡単な操作による

通信画面を通して人間関係を作り出している。会った

こともなければ、声を交わしたこともないし、場合に

よって年令も性別きえ分かっていないが、Eメールで

頻繁に通信を交わしているケースは､著作権法上の｢そ

の他これに準ずる限られた範囲」に該当すると解釈し

てよいのか否かも今後の具体的事例の集積を待つしか

ない。

後程、触れるが、我が国の著作権法は、大陸法系列

の影響のもと、財産権の要素と人格権の要素との2つ

を保護対象にしていることから、私的使用に「金銭的

経済的利益」が伴っているかどうか、を基準として正

否を検討すると共に、その複製をどのような「目的」

に使用するかによって著作者の人格権の侵害の可能性

の有無を判断基準にしていると考えられる。つまり、

著作権法が保護対象としている著作物の財産権又は、

著作者の人格権を侵害しているか否かをフェア．ユー

スの判断基準にしているのである。

私的使用と複製の問題として、市販の別売りのソフ

トウェアを購入した時、そのパッケイジの内部に入っ

ている「使用許諾契約書」には、さまざまな禁止条項

が含まれている。購入したソフトウェアを私的に使用

すること、いわゆる、ローディング(loading)行為を
第三者が行なうことを制限できるかどうかという問題

である。

プログラムのローディングについては、著作椎審議

会第六小委員会中間報告は「その蓄積は瞬間的かつ過

渡的なものであって、複製に該当しない」としており、

一時的な蓄積は複製ではないことになる。8）従って、

キヤシュデータがハードディスクに保存される状態に

なるような場合は、一時的・瞬間的蓄積ではないから

複製したことになる｡アメリカやヨーロッパでは､ロー

ディングのような一時的蓄積も複製と解釈しているの

で、著作権者の許諾が必要なため、使用許諾がパッケ

イジを開封しただけで成立する開封契約による「使用

許諾契約書」が必要になる。アメリカからの直輸入の

際に、英文契約書をそのまま翻訳して、日本国内の販

売時にパッケイジに添付したために生じた期鰯で、日

本国内においては、ソフトウェアの使用の許諾を著作

権者に求める必要はなく、本来、自由に使用できるも

のである。

b，引用

フェア・ユースの一つに「引用(citation)」がある。

第32条は「引用」について「公正な慣行」に合致しか

つ、「引用の目的上正当な範囲内」で引用しなければ

ならない」旨を定めている。

最高裁の判例では､(1)引用であることが明確に認識

できる表現形式になっていること｡(2)引用部分が引用

している著作物に対して、主従の関係で従属している

こと。の2点を具体的判断基準としている。9）主従の
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判断は、必ずしも文字や図形の量的な多少によるとは

限らない。例えば、インターネット通信で、他人の著

作物を延々と引用した後、その論旨の誤りを短文で指

摘したような場合、引用部分が文字数として多量であ

るから主で、反論部分は短文ゆえに従属していること

にはならないのではないだろうか。こういう場合は、

著作物全体の内容構成から判断して、フェア．ユース

に該当する引用であるか、あるいは、引用を逸脱して

フェア・ユースにはあたらず、著作権を侵害している

かを判断するべきである。

引用に関しては、インターネットのホームページに

出所を明示しないで引用した場合、48条の「出所の明

示」規定との関連で問題が生じる。

48条1項は「－著作物の出所を、その複製又は

利用の様態に応じ合理的と認められる方法及び程度に

より、明示しなければならない｡」旨規定し、フェア．

ユースとしての引用の場合、その利用にあたって出所

を明示することを義務づけている。

従って、ホームページに名称やサイン名、ハンドル

ネームが表示されている場合は、それを明示すること

が必要になる。明示を怠ると122条の罰則規定により

10万円以下の罰金に処せられることになる。この出所

明示義務違反には罰則が伴うことから48条は、いわゆ

る、強行規定と解されるから、ホームページの場合は

タイトルを明示し、タイトルがない場合はURL*》を記

載する必要があることになる。著作者がURLの開示を

禁止しているホームベージの場合でも、URLを表示し

て、著作者の公開禁止の意志を無視してでも出所の明

示を、理論的には、せざるを得ないことになる。

プロバイダーとの会員規約''）によっては、「一切の

引用を禁止」している契約内容になっているものが多

い。著作権者が引用を禁止する旨の意志表示をしてい

る場合、引用はできないのであろうか。あるいは、個

人の使用以外は、無料の上演であっても、一切許可し

ない旨の規約内容に、拘束されるのであろうか。フェ

ア・ユースの法理では、著作権の条件を満たしている

限り、ユーザーは、著作物を引用することも、営利を

目的としない上演をすることもできると解される。

私的使用のための複製と引用についてインターネッ

トに関連する問題点を検討してみたが、この他のフェ

ア・ユースとしては、図書館等における複製、教科用

の図書等への掲載、学校教育番組の放送等、学校その

他の教育機関における複製、試験問題としての複製、

点字による複製等、営利を目的としない上演等、時事

問題に関する論説の転載等、政治上の演説等の利用、

時事の事件の報道のための利用、裁判手続等における

複製、翻訳・翻案等による利用、放送事業者による一

時的固定、公開の美術の著作物等の利用、美術の著作

物等の展示に伴う複製、プログラムの著作物の複製物

の所有者による複製等、19項目が条文化されており、

米国のそれと比べると詳細に自由使用の範囲が規定さ

れている。

ユーザーの利益(InterestsofUsers)

インターネットの出現によって、派生してきた新し

い問題も従来のフェア・ユース法理で解決すればよい

とする立場の研究者がいる。サイバー法(cyberlaw)

については著名なコメンテイターであるパメラ・サム

エルソン(PamelaSamuelson)は、フェア・ユースの

理論はすでに著作権制度のなかで完成しているのであ

るから､従来の法理に従って対処すればよいのであり、

出版社の経済的利益に特別の配慮をする必要はない121

と主張する。

従来の先例を続けることは、ユーザーにとっては、

従来通りに対処すればよいのであるから､フェア･ユー

スとしての受諾可能な行動範囲の基準を判断しやす

い、という点で望ましいとしている。'3)又、サムエル

ソンは、出版社が事前に条件やなんらかの制限を、そ

の著作物に関してなされていない場合は､ユーザーは、

公正使用できる、と主張する。141さらに、著作権者の

保護を強化していくことによって、インターネットを

単なる情報の有料道路やオンラインショッピング

(onlineshopping)ができるサイバーモール(cybermall

電子仮想商店街).5にしてしまいかねない。つまり、

著作権が強くなりすぎると､その結果として､ユーザー

が著作権侵害を危倶して、より自由な教育的・創造的

活動が減退することになるからである。'6）

インターネットは、他のいかなる従来型のメディア

にもないユニークな機能として、その伝達経路は集中

化していない(decentralized)ことがあげられる。例え

ば、新聞・雑誌にしてもテレビ・ラジオにしても新聞

社・出版社や放送局という情報の伝達経路の核が存在

しているけれども、インターネットには、このような

機構上の核はない。1箇所の通信を破壊されても別の

回路を使って情報を伝達できるように網の目のように

回路をはりめぐらすという軍事上の戦略から生まれた

インターネットは、本質的に、集中化・中央化する核

を持たない分散的なアクセス構造なのである。このこ

とに加えて、インターネットは、経済的にコストが安

価なこと、操作が簡便なこと、電子通信であるから伝
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達速度は即時であること、ネットワークは地球規模の

広域性であること、そしてすでに述べたように、中央

化していない分散的な構造であるから、ユーザーに

とって、裁量の幅が広い開放的なシステムといえる。

著作権を伴う創作物を発表する手段は、今までは、

だれにでも与えられているというわけではなかった。

自分の意見を公表するにしても、誰でもが著書にした

り、テレビに出演できるわけではない。インターネッ

トやパソコン通信では、誰でもが自由に簡単に自分の

創造著作物を現実として発表できるのである。

これらのことを、勘案すると、著作権者の著作権を

過度に保護することによって、ユーザーを抑制するべ

きではない。インターネットの特性を閉ざしてしまう

ような著作権の保護は、インターネットを従来型の一

方向メディア(one-sidedmedia)にしてしまい、単な

る電子本(electronicbook)にしてしまう恐れがある。

財産権と人格権

著作権は、知的財産権の一つであるが、アメリカ・

イギリスなどの英米法体系の国とヨーロッパや、その

法体系を取り入れた日本などの大陸法体系の国とで

は、その性格に違いがある。

ヨーロッパや日本などの大陸法系の場合は、著作物

の財産的要素の利益面を保護するための｢著作財産権」

に加えて、著作物を他人に勝手に使用されることに

よって引き起こされる、著作者が被る不快感や名誉棄

損を法的に保護するための「著作者人格権」から構成

されている。著作権には財産権の他に人格権も認めて

保護をしているのである。

これに対して、アメリカ・イギリスなどの英米法系

では、著作権は、「財産権」を意味し、「人格権」の概

念はないとされている。

インターネット発祥国のアメリカ合衆国の著作権に

対する捕らえ方は、伝統的には「財産権」としての概

念である。人格権の侵害に対しては、著作権の侵害と

して訴えるのではなく、刑法(cnminallaw)や不法行

為法(tort)を根拠に名誉の回復や損害賠償を求めるこ

とになる。

アメリカ政府のインターネットの公的規制

インターネットは、分散的であり、中央化・統制化

が困難である特性を持ってはいるが、政府による公的

な規制の試みもみられる。インターネットに対する公

権力の規制や介入は､極力避けなければ､インターネッ

トの特性を奪ってしまうことになる。

インターネットの普及が普遍的であればあるほど、

著作権者とユーザーとの権利関係のバランスの問題

は、より深刻な問題であり171多くの研究者やコメンテ

イターがこの問題に取り組んでいる。

クリントン行政府とアメリカ議会も又インターネッ

ト技術によるこのニューメディアの社会への影響を考

慮し情報インフラ特別専門委員会(theInformation

Infrastructui℃TaskForce;IIFT)を1993年2月に設世し

た。IIFTは、電気通信政策委員会(the!℃lecommunica-

tionsPolicyCommittee)、応用技術委員会(theCom-

mitteeonApplicationsand1℃chnology)及び情報政策委

員会(theInformationPolicyCommittee)の3委員会か
ら構成されている。これらの取り組みは、アル・ゴア

副大統領(VicePresidentAlGoi℃）の提唱によるスー

パーハイウェイサミット(theSuperhighwaySummit
1994年1月11日）で公表された。2000年までに、全

米すべての教室、図書館､病院･診療所をインターネッ

トで結ぶ大プロジェクトである。

フェア・ユースの問題に関連しても、行政府と議会

は、Nil著作権保護法""̂ CONFUガイドライン(The

ConferenceonFairUseGuideline)'"に取り組んでいる。

CONFUに関しては､遠隔地学習(DistanceLearning)､教
育マルチメディア(EducationalMultimedia)、電子保存

システム(ElectronicReservesSystems)、図書館におけ

るソフトウェアの使用(SoftwareUseinLibraries)等の

項目別に各班が1997年7月から、ガイドラインの作成

作業に入り、同年9月の段階では、デジタル画像

(DigitalImages)に関するガイドラインが最も最終案に

近づいている。20)1998年2月に議会に提出された法案

の目的は､｢著作権法をデジタルネットワーク化した国

家の情報インフラ環境に適合させること－」とし

ている。21）

又、IIFTは、個人情報に関しては、プライバシー部

会(thePrivacyWorkingGroup)がプライバシーとNil
について個人情報の提供及び利用の原則をまとめてい

る。

その内容は、一般原則として、(1)個人情報は、個人

のプライバシーが尊重される方法で、収集され開示さ

れ利用されなければならない。情報プライバシー原則

(informationPrivacyPrinciple)(2)不当に変更したり
破壊してはならない、情報の完全性原則(information

IntegrityPrinciple)(3)提供及び利用の目的に沿って

正確に(accurate)適時に(timely)完全に(complete)

そして適切に(relevant)対処しなければならない、完

全性原則(InformationIntegrityPrinciple)を規定し、
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さらに、個人情報のユーザーの原則として、(1)個人

のプライバシーに及ぼす影響を考慮して、合理的な範

囲のみの情報を収集し保有しなければならない、収集

の原則(AcquitisionPrinciple)(2)収集の目的、利用
の目的、機密保持、効果、救済時の対応について必要

かつ十分な告知をしなければならない、告知原則

(NoticePrinciple)(3)機密性及び完全性を保持するた
めの技術的な管理の手段を講じなければならない、保

護の原則(ProtectionPrinciple)(4)個人情報は、個人

の意思に反して利用する場合は、その利用が公共の利

益のためにやむを得ない公正性がある場合にのみ利用

できる、公正の原則(FairnessPrinciple)(5)個人情報
のプライバシーについて、ユーザーは、ユーザー自身

もその他の公衆に対しても、その利用について教育啓

蒙しなければならない、教育原則(EducationPrinciple)

を示唆している。

個人情報の提供者に関しては、(1)提供者は、自己の

情報について、収集目的、利用目的、どのように機密

が保持され保護されるのか、その効果と救済の権利に

ついて十分かつ適切に知らされるべきである、認知原

則(Awai℃nessPrinciple)(2)自己の情報を知り訂正す
る手段、機密性・完全性を保護するために暗号化する

などの技術的手段を講じる機会、匿名にする機会が与

えられて自己のプライバシーを守ることができる、権

利付与原則(EmpowermentPrinciple)(3)不正な開示
や利用によって、損害を被った場合は、適切な救済手

段を講じることができる、救済原則(RedressPrinciple)
が含まれている。

作業部会のブルース・レーマンは、世界知的所有権

機構会議(theWorldIntellectualPropertyOrganization

Con他rence)において、Nil著作権保護法を議題として

提案し､NⅡ著作権保護法を国際レベルの基準法規にす

ることを試みている。インターネットが全地球規模の

存在であるから、フェア・ユースに関しても、国境を

越えて適合する統一基準が期待される。2ﾕ）

同法の第1201条は、「何人も－著作権者の承諾

や法の容認なくして－アメリカ著作権法の第1妬

条に規定する著作権者の独占的権利(exclusiverights)
を侵害してはならない」刀）旨を草案し、「法の認容」

でフェア・ユースのグローバルスタンダードを模索し

ている。さらに同法は、第1202条で､50万ドル以下の

罰金又は5年以下の懲役又は併科とする旨を規定し

て課)強制法規としての実効性をはかっている。

米国通信品位法

1996年2月の連邦通信法(1とlecommunicationActof

1996)の改正に伴い、通信品位法(Communication

DecencyAct)が制定され、インターネットなどオンラ

インによるポルノ(pornography)の公的な規制に関し
て法律が制定された。未成年者のオンラインによるア

クセスを規制するもので、狼褒な(obscene)、下品な

(indecent)、明白に不快な(patentlyoffensive)表現を
禁じる内容である｡違反したユーザーやプロバイダは、

25万ドル以下の罰金又は2年以下の懲役あるいはその

併科に処せられることになった。

アメリカにおいても、「媛褒な」表現は、憲法が保

障する表現の自由や言論の自由には該当しない、とさ

れている。最高裁の判例も、「ミラー対カリフォルニ

ア事件(Millerv.California)!-鋤でハードコアなポル

ノ(hardcorepornography)に限定して、表現の自由の
保障は受けない、としている。しかし、ソフトなポル

ノや汚い言葉(dirtyword)などの下品な表現や明白に
不'快な表現は、原則として表現の自由、言論の自由が

保障されている。

この通信品位法の制定に対して、市民団体や通信

ネットワーク業界、パソコン業界などが、同法が憲法

違反であるとして提訴した。連邦地方裁判所は、原告

の訴えを認め通信品位法が憲法に違反する旨を判決し

ている。

ニューヨーク南部地区地方裁判所は、「ジョウ･シェ

ア対レノ事件(JoeSheav.Reno)｣の判決理由として､イ

ンターネットなどのネットワークによる通信は、従来

型の放送とはその性質が異なっており、従来の放送様

式を前提とした連邦通信法の法理論に基づく「放送」

と同じものとみなして規制することはできない、と判

示した。これに対して、連邦政府は、アメリカ最高裁

判所に上告した。最高裁は､1997年6月26日に判断を

下し、通信品位法は、修正第1条が保障する表現の自

由に抵触し違憲であるとした。

最高裁の判決理由の第一は、インターネットなどの

ネットワーク通信は、放送法が前提としている放送の

電波が「有限」であるからその交通整理としての必要

性及び公共性のための規制の正当性に該当しない、つ

まり、ネットワーク通信では、電波のような限られた

通信回路によっているわけではないから、電波の有限

性を根拠に規制する「放送」には当たらないこと、そ

して第二の理由として、「狼褒」の概念や制限の範囲

については、判例の基準原則も整っているが、「下品」
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や「明白な不快」という用語は、法律用語としては、

不明確・不明瞭であるからユーザーにとって、自分の

情報が法に触れるかもしれない、という不安や萎縮か

ら自由な表現や言論を阻害する恐れが生じること、第

三に、インターネットの規制は未成年者のみに限定で

きないから成年者の制限にもなるので、成年者に憩法

が保障している言論や表現を公的に抑圧することにな

ること、第四に、通信品位法は、個人や営利目的では

ない使用も規制対象としていること、を挙げている。

インターネットの規制は、法的に行なうのではなく

業界などが自主的に規制する方向が望ましい。イン

ターネットが新技術によって出現したものであるか

ら、PICS(PlatformforInternetContentSelection)など

技術的にインターネットの内容を漁過するソフト

(filteringsoft)の開発と普及が待たれる。

むすび

インターネットと著作権の問題について、公正使用

の視点から、いくつかの論点を取り上げてみた。イン

ターネットという､新技術による革命的な通信手段は、

ユーザーによる自主的な管理や規制によって、表現の

自由・言論の自由及び通信の秘密・検閲の禁止が守ら

れなければならない。

我が国では、組織犯罪対策の名のもとに、公権力に

よる「盗聴」を認めようとする試みさえなされている。

｢組織犯罪対策法」は、草案として、令状による通信

の傍受を認めようとする内容である。電話又はファク

シミリによる通信、コンピュータ通信その他の電気通

信の盗聴を可能にし、インターネットによるEメール

も対象となる。限られた犯罪に絞られてはいるが、別

件傍受も認めるなど、捜査機関による歯止めのきかな

い濫用の恐れのある内容である。

米国が通信品位法を違憲と判断するなど、インター

ネットをはじめとする通信の規制には、慎重である。

容易に公的な規制に走ることなく、この新しい地球規

模で発展しつつある通信手段を、ユーザーにとって最

も有益なものとなるように、慎重に健全に育てていか

なければならない。

尚、本稿は、拙稿博士論文(ColumbiaUniversity,

SIA,Jur.D.)の部分的要約であることを付記しておき

たい。
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